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西日本旅客鉄道株式会社福知山線列車脱線事故に係る建議について 

 

 当委員会は、平成１７年４月２５日９時１８分ごろ西日本旅客鉄道株式会社（以下

「同社」という。）福知山線において発生した列車脱線事故について、原因究明のた

めの調査を鋭意進めているところであるが、多角的な事実調査と科学的な解析に基づ

き最終的な結論を得るまでには、相応の日時を要するものと見込まれる。 

 しかし、本事故は１０７名の死亡者と５００名を超える負傷者を生じた我が国にお

いて近年例を見ない重大な鉄道事故であり、これについては再発防止対策等の検討が

早急に必要であると考えられることから、本日、本事故の調査経過の概要を報告し、

公表するとともに、事故調査の終了を待つことなく、航空・鉄道事故調査委員会設置

法第２２条の規定に基づき、講ずべき施策について、下記のとおり建議する。 

 

 

記 

（ＡＴＳ等の機能向上） 

１ 経過報告に記述したとおり、事故列車が事故現場を含む制限速度７０㎞/h の曲線

区間に１１０㎞/h 以上の速度で進入した記録があった。また、事故に先立って、事

故列車の運転士が運転し、事故列車と同一の車両が使用されていた下り回送列車（以

下「回送列車」という。）が、宝塚駅に到着する際に分岐器に係る制限速度４０㎞/h

の区間を６０㎞/h 以上の速度で走行した記録があった。 

このため、自動列車停止装置（ＡＴＳ）等について、曲線区間における制限速度

超過の防止、分岐器における速度制限超過の防止等の機能を列車の運行状況、線区

の状況等に応じて追加する等、機能向上を図るべきである。 



 

（事故発生時における列車防護の確実な実行） 

２ 経過報告に記述したとおり、７両目の防護無線機等は、電源切換スイッチを「緊

急」位置に切り換えなければ予備電源から電力が供給されないものであるにもかか

わらず、事故後に確認したところ、電源切換スイッチは「常用」位置にあり、防護

無線機は作動しなかった。また、７両目の車両用信号炎管は使用されておらず、携

帯用信号炎管及び軌道回路短絡器も使用されていなかった。 

  一方、異常時における車掌の対応を規定している同社の内規「列車乗務員作業標

準（在来線）異常時編」等に、通常電源が使用できない場合に防護無線機を使用し

ようとするとき、電源切換スイッチを「緊急」位置に切り換える旨の規定がなかっ

た。 

このような状況の下、事故列車の対向列車であり、事故直後に現場に差し掛かっ

た北近畿３号の運転士は、ＡＴＳ車上装置が受信した停止信号現示情報等により、

同列車を停止させていたが、北近畿３号は防護無線を受信していなかった。 

このため、事故発生時等必要な場合に列車防護が確実に行われるよう、防護無線

機の信頼性向上及び操作の簡単化、乗務員等への教育の充実等を図るべきである。 

 

（列車走行状況等を記録する装置の設置と活用） 

３ 経過報告に記述したとおり、回送列車は宝塚駅到着時に制限速度を超える速度で

分岐器を走行し、ＡＴＳによる非常ブレーキ作動により一旦停止していた。また、

事故列車は伊丹駅で列車停止位置目標を約７０ｍ行き過ぎた後、運転士が停止位置

を修正し、その後本事故の発生に至っていた。 

  また、平成１６年６月８日、事故列車の運転士が運転する列車が、同社片町線下

狛駅において列車停止位置目標を約１００ｍ行き過ぎた後、運転士が停止位置を修

正するという類似の事象が発生していた。 

さらに、同社からの報告によれば、平成１６年度同社において、ＡＴＳ-ＳＷ形地

上子（ロング）による非常ブレーキ作動で列車が停止したという事象が４６件発生

していた。 

  このようなインシデント等については、その状況を正確に把握し、分析して活用

することが、事故の防止に効果的である。 

  このため、列車の位置及び速度、力行ハンドル、ブレーキハンドル等の位置、Ａ

ＴＳの作動状況等を記録する装置を列車及び必要に応じ線路に設置して、インシデ

ント等の正確な把握を図るべきである。 

  また、列車走行状況等を記録する装置については、インシデント等をより正確に

把握するため、４に記述する精度確保を図るべきである。 



 

（速度計等の精度確保） 

４ 経過報告に記述したとおり、事故列車１両目と同型の速度計については、試験結

果に基づく試算によれば、列車速度が１２０㎞/h 前後にあるとき、表示される速度

が実際の速度よりも約４㎞/h 低くなる場合がある。 

速度計は列車の運転において重要な機器であり、不正確な表示は列車の運転に支

障を来たすおそれがある。特に、速度計に表示される速度が実際の速度よりも小さ

いことは、制限速度の超過、列車停止位置目標の行き過ぎ、速度超過防止機能のあ

るＡＴＳ等による非常ブレーキ作動等、安全にかかわるインシデント等の発生につ

ながり、また列車の安全な走行に支障を来たすおそれがあるので、速度計等の精度

確保を図るべきである。 


